
【国際物流拠点産業集積地域】関連 
 

1/6  

○沖縄振興特別措置法 

（定義） 

第三条 この法律において、次の各号に掲げる用語の意義は、それぞれ当該各号に定めるところによ

る。 

一～十 （略） 

十一 国際物流拠点産業 国際物流拠点（国際的な貨物流通の拠点として機能する港湾又は空港を

いう。以下同じ。）において積込み又は取卸しがされる物資の流通に係る事業、当該事業の用に

供される施設の設置又は運営を行う事業その他の国際物流拠点を中核とした集積が形成され、か

つ、当該集積の形成が貿易の振興に寄与すると見込まれる事業であって政令で定めるものをいう。 

十二 特定国際物流拠点事業 国際物流拠点産業に属する事業のうち、国際物流拠点を中核とした

集積の形成が特に見込まれるものとして政令で定めるものをいう。 

十三～十五 （略）  

（国際物流拠点産業集積計画の作成等） 

第四十一条 沖縄県知事は、国際物流拠点産業の集積を図るための計画（以下「国際物流拠点産業集

積計画」という。）を定めることができる。 

２ 国際物流拠点産業集積計画は、次に掲げる事項について定めるものとする。 

一 計画期間 

二 関税法第二条第一項第十一号に規定する開港又は同項第十二号に規定する税関空港であって、

相当量の貨物を取り扱うものに隣接し、又は近接している地域であり、かつ、国際物流拠点産業

の用に供する土地の確保が容易である地域であって、国際物流拠点産業の集積を図ることが沖縄

における産業及び貿易の振興に資するため必要とされる地域（以下「国際物流拠点産業集積地域」

という。）の区域 

三 国際物流拠点産業の集積を図るため沖縄県が国際物流拠点産業集積地域において実施しようと

する施設の整備その他の措置の内容 

３ 前項各号に掲げる事項のほか、国際物流拠点産業集積計画には、同項第三号の措置の実施を通じ

て国際物流拠点産業の集積が図られることにより見込まれる効果を定めるよう努めるものとする。 

４ 沖縄県知事は、国際物流拠点産業集積計画を定めようとするときは、あらかじめ、関係市町村長

の意見を聴かなければならない。 

５ 沖縄県知事は、国際物流拠点産業集積計画を定めたときは、これを公表するよう努めるとともに、

主務大臣に提出しなければならない。 

６ 主務大臣は、前項の規定により国際物流拠点産業集積計画の提出があった場合においては、その

内容を関係行政機関の長に通知しなければならない。 

７ 主務大臣は、第五項の規定により提出された国際物流拠点産業集積計画が基本方針に適合してい

ないと認めるときは、沖縄県知事に対し、これを変更すべきことを求めることができる。 

８ 第四項から前項までの規定は、国際物流拠点産業集積計画の変更について準用する。 

（国際物流拠点産業集積計画の実施状況の報告等） 

第四十二条 沖縄県知事は、前条第五項の規定により提出した国際物流拠点産業集積計画（その変更

について同条第八項において準用する同条第五項の規定による提出をしたときは、その変更後のも

の。以下「提出国際物流拠点産業集積計画」という。）の実施状況について、毎年、公表するよう

努めるとともに、主務大臣に報告するものとする。 

２ 主務大臣は、前条第二項第三号の措置が実施されていないと認めるときは、沖縄県知事に対し、

相当の期間を定めて、その改善のために必要な措置をとるべきことを求めることができる。 

３ 主務大臣は、前項の期間が経過した後においてもなお前条第二項第三号の措置が実施されていな

いと認めるときは、沖縄県知事に対し、提出国際物流拠点産業集積計画の廃止又は変更を勧告する

ことができる。 

（国際物流拠点産業集積地域における事業の認定） 

第四十三条 提出国際物流拠点産業集積計画に定められた国際物流拠点産業集積地域の区域内におい

て次に掲げる事業を行おうとする者であって政令で定める要件に該当する者は、当該事業をこれら
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の区域内で行うことが適当である旨の主務大臣の認定を受けることができる。 

一 外国貨物を取り扱う事業を行う相当数の者の当該事業の用に供される政令で定める一群の施設

の設置又は運営を行う事業 

二 前号に掲げる事業以外の事業 

２ 主務大臣は、前項の認定をしようとするときは、あらかじめ関係行政機関の長に協議しなければ

ならない。 

３ 主務大臣は、第一項の認定を受けた者が同項に規定する政令で定める要件を欠くに至ったと認め

るときその他政令で定める事由に該当するに至ったときは、関係行政機関の長に協議して、その認

定を取り消すことができる。 

４ 主務大臣は、第一項の認定をしたとき、又は前項の規定による認定の取消しをしたときは、遅滞

なく、その旨を沖縄県知事に通知しなければならない。 

５ 前各項に定めるもののほか、第一項の認定に関し必要な事項は、政令で定める。 

第四十四条 提出国際物流拠点産業集積計画に定められた国際物流拠点産業集積地域の区域内におい

て前条第一項の認定（同項第二号に掲げる事業に係るものに限る。）を受けた法人で当該区域内に

おいて設立され、当該区域内において特定国際物流拠点事業を営むものは、当該区域内に本店又は

主たる事務所を有するものであること、常時使用する従業員の数が政令で定める数以上であること

その他政令で定める要件に該当する旨の沖縄県知事の認定を受けることができる。 

２ 沖縄県知事は、前項の認定を受けた法人が同項に規定する要件を欠くに至ったと認めるときは、

その認定を取り消すことができる。 

３ 沖縄県知事は、第一項の認定をしたとき、又は前項の規定による認定の取消しをしたときは、遅

滞なく、その旨を公表しなければならない。 

４ 第一項の認定に関し必要な事項は、政令で定める。 

（課税の特例） 

第四十八条 提出国際物流拠点産業集積計画に定められた国際物流拠点産業集積地域の区域内におい

て国際物流拠点産業の用に供する設備を新設し、又は増設した者が、当該新設又は増設に伴い新た

に機械及び装置並びに建物及びその附属設備を取得し、又は製作し、若しくは建設した場合には、

租税特別措置法で定めるところにより、課税の特例の適用があるものとする。 

２ 第四十四条第一項の認定を受けた法人の特定国際物流拠点事業に係る所得については、租税特別

措置法で定めるところにより、課税の特例の適用があるものとする。 

（地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置） 

第四十九条 第九条の規定は、地方税法第六条の規定により、地方公共団体が、提出国際物流拠点産

業集積計画に定められた国際物流拠点産業集積地域の区域内において国際物流拠点産業の用に供す

る設備を新設し、又は増設した者について、その事業に対する事業税、その事業に係る建物若しく

はその敷地である土地の取得に対する不動産取得税若しくはその事業に係る機械及び装置若しくは

その事業に係る建物若しくはその敷地である土地に対する固定資産税を課さなかった場合又はこれ

らの地方税に係る不均一の課税をした場合において、これらの措置が総務省令で定める場合に該当

するものと認められるときに準用する。 

 

○沖縄振興特別措置法施行令 

（国際物流拠点産業） 

第四条の二 法第三条第十一号の政令で定める事業は、次のとおりとする。 

一 道路貨物運送業 

二 倉庫業 

三 こん包業 

四 卸売業 

五 無店舗小売業（訪問販売小売業及び自動販売機による小売業を除き、国際物流拠点（法第三条

第十一号に規定する国際物流拠点をいう。以下同じ。）において積込み又は取卸しがされる物資

の販売を行うものに限る。） 
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六 機械等修理業（国際物流拠点において積込み又は取卸しがされる物資の修理を行うものに限

る。） 

七 不動産賃貸業（その集積の形成が貿易の振興に寄与するものとして主務省令で定める規模、構

造及び設備を有する倉庫を賃貸するものに限る。） 

八 製造業 

九 航空機整備業 

（特定国際物流拠点事業） 

第五条 法第三条第十二号の政令で定める事業は、前条第二号、第三号、第五号、第六号、第八号及

び第九号に掲げる事業とする。 
 
○国際物流拠点産業集積地域の区域内における事業の認定申請等に関する命令 

（倉庫の規模、構造及び設備） 

第二条 沖縄振興特別措置法施行令（以下「令」という。）第四条の二第七号の主務省令で定める規

模は、地上階数が二以上で、かつ、床面積の合計が三千平方メートル以上のものとする。 

２ 令第四条の二第七号の主務省令で定める構造は、次の各号に該当するものとする。 

一 貨物自動車の停車場を有する構造 

二 貨物自動車の荷台と同じ高さの段差を有する構造、貨物自動車への物資の積込み又は貨物自動

車からの物資の取卸しを行う車両用の車路を有する構造その他貨物自動車への物資の積込み又は

貨物自動車からの物資の取卸しを効率的に行うための構造 

三 上階に通ずる貨物自動車用の車路を有する構造又は物資の運搬に供するエレベーターを有する

構造 

四 耐火性能及び耐震性能を有する構造 

五 仕分装置、搬送装置、保管装置、密集棚装置、貨物保管場所管理システムその他国際物流拠点

において積込み又は取卸しがされる物資の円滑かつ効率的な取扱いに資する設備の設置に必要な

空間を有する構造 

３ 令第四条の二第七号の主務省令で定める設備は、前項第二号に規定する段差と一体的に設置され

る設備であって貨物自動車への物資の積込み又は貨物自動車からの物資の取卸しを効率的に行うた

めのものとする。 
 
○沖縄振興特別措置法第九条等の地方税の課税免除又は不均一課税に伴う措置が適用される場合等を

定める省令 

（法第四十九条に規定する総務省令で定める場合） 

第四条 法第四十九条に規定する総務省令で定める場合は、次の各号に掲げる税目の区分に応じ、当

該各号に定める場合とする。 

一 事業税 法第四十一条第五項の規定による国際物流拠点産業集積計画の提出の日（以下この条

において「提出日」という。）から令和四年三月三十一日までの間に、租税特別措置法第十二条

第一項の表の第二号又は第四十五条第一項の表の第二号の規定の適用を受ける設備（特定高度情

報通信技術活用システムにあっては認定特定高度情報通信技術活用設備に限る。）であって、取

得価額の合計額が千万円を超えるもの（以下この条において「特別償却設備」という。）を新設

し、又は増設した者（以下この条において「特別償却設備設置者」という。）について、沖縄県

が、当該設備を事業の用に供した日の属する年又は事業年度以後の各年又は各事業年度の所得金

額又は収入金額（沖縄県において課する事業税の課税標準額となるものをいう。）のうち当該設

備に係るものとして計算した額に対して課する事業税について課税免除又は不均一課税をするこ

ととしている場合 

二 不動産取得税 特別償却設備設置者について、当該特別償却設備である家屋及びその敷地であ

る土地の取得（提出日以後の取得に限り、かつ、土地の取得については、その取得の日の翌日か

ら起算して一年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設の着手があった場合における当該土

地の取得に限る。）に対して課する不動産取得税について課税免除又は不均一課税をすることと
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している場合 

三 固定資産税 提出日から令和四年三月三十一日までの間に、次に掲げるいずれかの設備を新設

し、又は増設した者について、当該設備（倉庫業の用に供するものを除く。）である家屋及び償

却資産並びに当該家屋の敷地である土地（提出日以後において取得したものに限り、かつ、土地

については、その取得の日の翌日から起算して一年以内に当該土地を敷地とする当該家屋の建設

の着手があった場合における当該土地に限る。）に対して課する固定資産税について課税免除又

は不均一課税をすることとしている場合 

イ 特別償却設備 

ロ 機械及び装置（特定高度情報通信技術活用システムにあっては認定特定高度情報通信技術活

用設備に限る。）で、これらの取得価額の合計額が百万円を超えるもの 
 
○租税特別措置法 

（特定地域における工業用機械等の特別償却） 

第十二条 （略） 

  

 地区又は地域 事業 資産 割合  

 一 （略）     

 二 沖縄振興特別措置法第四十二条第一

項に規定する提出国際物流拠点産業集

積計画において同法第四十一条第二項

第二号に規定する国際物流拠点産業集

積地域として定められている地区 

製造の事業

その他政令

で定める事

業 

機械及び装置並び

に工場用の建物そ

の他政令で定める

建物及びその附属

設備 

百分の五十（建物及

びその附属設備に

ついては、百分の二

十五） 

 

 三 （略）     

 四 （略）     

（特定地域における工業用機械等の特別償却） 

第四十五条 （略） 

  

 地区又は地域 事業 資産 割合  

 一 （略）     

 二 沖縄振興特別措置法第四十二条第一

項に規定する提出国際物流拠点産業集

積計画において同法第四十一条第二項

第二号に規定する国際物流拠点産業集

積地域として定められている地区 

製造の事業

その他政令

で定める事

業 

機械及び装置並び

に工場用の建物そ

の他政令で定める

建物及びその附属

設備 

百分の五十（建物及

びその附属設備に

ついては、百分の二

十五） 

 

 三 （略）     

 四 （略）     

 
○租税特別措置法施行令 

（特定地域における工業用機械等の特別償却） 

第六条の三  

１～４（略） 

５ 法第十二条第一項の表の第一号の第三欄に規定する政令で定める建物は、次の各号に掲げる事業

の区分に応じ当該各号に定める建物とする。 

一 道路貨物運送業 車庫用、作業場用又は倉庫用の建物 

二 倉庫業 作業場用又は倉庫用の建物 

三 卸売業 作業場用、倉庫用又は展示場用の建物 

四 デザイン業及び計量証明業 事務所用又は作業場用の建物 
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五 自然科学研究所に属する事業 研究所用の建物 

６ 法第十二条第一項の表の第二号の第二欄に規定する政令で定める事業は、前項第一号から第三号

までに掲げる事業、沖縄振興特別措置法施行令第四条の二第五号に掲げる無店舗小売業（次項第一

号において「無店舗小売業」という。）、同条第六号に掲げる機械等修理業（次項第二号において

「機械等修理業」という。）、同条第七号に掲げる不動産賃貸業（次項第三号において「不動産賃

貸業」という。）及び同条第九号に掲げる航空機整備業（次項第四号において「航空機整備業」と

いう。）とする。 

７ 法第十二条第一項の表の第二号の第三欄に規定する政令で定める建物は、第五項第一号から第三

号までに掲げる事業の区分に応じこれらの号に定める建物及び次の各号に掲げる事業の区分に応じ

当該各号に定める建物とする。 

一 無店舗小売業 事務所用、作業場用又は倉庫用の建物 

二 機械等修理業 作業場用又は倉庫用の建物 

三 不動産賃貸業 倉庫用の建物 

四 航空機整備業 事務所用、作業場用、格納庫用又は倉庫用の建物 

（特定地域における工業用機械等の特別償却） 

第二十八条の九 （略） 

２ 法第四十五条第一項に規定する事業の用に供する設備で政令で定める規模のものは、次の各号に

掲げる事業の区分に応じ当該各号に定める規模のものとする。 

一 法第四十五条第一項の表の第一号から第三号までの第二欄に掲げる事業 次に掲げるいずれか

の規模のもの 

イ 一の生産等設備（ガスの製造又は発電に係る設備を含む。ロ及び次号において同じ。）で、

これを構成する減価償却資産（法人税法施行令第十三条第一号から第七号までに掲げるものに

限る。以下この条において同じ。）の取得価額（同令第五十四条第一項各号の規定により計算

した取得価額をいう。以下この条において同じ。）の合計額が千万円を超えるもの 

ロ 機械及び装置並びに器具及び備品（法第四十五条第一項の表の第二号の第二欄に掲げる事業

にあつては、機械及び装置）で、一の生産等設備を構成するものの取得価額の合計額が百万円

を超えるもの 

二 法第四十五条第一項の表の第四号の第二欄に掲げる事業一の生産等設備で、これを構成する減

価償却資産の取得価額の合計額が千万円を超えるもの 

３、４ （略） 

５ 法第四十五条第一項の表の第一号の第三欄に規定する政令で定める建物は、次の各号に掲げる事

業の区分に応じ当該各号に定める建物とする。 

一 道路貨物運送業 車庫用、作業場用又は倉庫用の建物 

二 倉庫業 作業場用又は倉庫用の建物 

三 卸売業 作業場用、倉庫用又は展示場用の建物 

四 デザイン業及び計量証明業 事務所用又は作業場用の建物 

五 自然科学研究所に属する事業 研究所用の建物 

６ 法第四十五条第一項の表の第二号の第二欄に規定する政令で定める事業は、前項第一号から第三

号までに掲げる事業、沖縄振興特別措置法施行令第四条の二第五号に掲げる無店舗小売業（次項第

一号において「無店舗小売業」という。）、同条第六号に掲げる機械等修理業（次項第二号におい

て「機械等修理業」という。）、同条第七号に掲げる不動産賃貸業（次項第三号において「不動産

賃貸業」という。）及び同条第九号に掲げる航空機整備業（次項第四号において「航空機整備業」

という。）とする。 

７ 法第四十五条第一項の表の第二号の第三欄に規定する政令で定める建物は、第五項第一号から第

三号までに掲げる事業の区分に応じこれらの号に定める建物及び次の各号に掲げる事業の区分に応

じ当該各号に定める建物とする。 

一 無店舗小売業 事務所用、作業場用又は倉庫用の建物 

二 機械等修理業 作業場用又は倉庫用の建物 
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三 不動産賃貸業 倉庫用の建物 

四 航空機整備業 事務所用、作業場用、格納庫用又は倉庫用の建物 
 


